
<<参考資料>> 
              - 101 - 

 

３－１３－９ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（５）－１ 
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３－１３－１０ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（５）－２ 
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３－１３－１１ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（６）－１ 
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３－１３－１２ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（６）－２ 
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３－１３－１３ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（７）－１ 
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３－１３－１４ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（７）－２ 
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３－１３－１５ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（８）－１ 
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３－１３－１６ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（８）－２ 
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３－１３－１７ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（９）－１ 
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３－１３－１８ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（９）－２ 
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３－１３－１９ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（１０）－１ 
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３－１３－２０ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（１０）－２ 
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３－１３－２１ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（１１）－１ 
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３－１３－２２ 大規模地滑りの活動性評価に有効と考えられる手法（１１）－２ 
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第４章 その他の自然災害等に関する評価と今後の対応 

＜集中豪雨＞ 

４－１．鉄塔基礎設計及び斜面崩壊対策の事例 

逆Ｔ字型基礎

深礎基礎

 

山地で採用される主な基礎

法面保護工の実例
（フリーフレーム工法）

 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

４－２．保全体制の在り方【東北電力の例】 

事前の備え 大雨（台風通過）後の対応 斜面崩壊発見時の対応

気象情報の把握 降水量の把握
ブルーシート敷・土嚢積みに
よる更なる土砂崩壊進展の
防止

稼動可能人員・車両等の確
認・集約

地上・ヘリコプターによる
予防巡視の早期実施※１

（過去に土砂崩壊が発生し
た要管理個所や，降水量
が多かった地域など）

保安停止※２による供給支障
等リスク低減（必要により）

応急復旧資材の確認
仮支線設置による鉄塔倒壊
の防止（必要により）

連絡体制の確立 恒久対策の早期実施

離島等への人員派遣
要管理個所として管理体制
の強化

※１．大雨・台風通過後は数日間程度で予防巡視（会社によっては保安巡視と呼ぶ場合あり）を
実施。機動性の観点から、ヘリコプターの活用が極めて効果的

※２．鉄塔倒壊などの不測の事態を想定し、予め当該送電線による送電を停止すること
 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 


